
2006年度決算と
中期経営計画概要
2006年～2008年

２００７年３月６日

近畿日本ツーリスト株式会社
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新企業ブランド「ＫＮＴ」制定

企業理念
ＫＮＴは世界中の人々の出会いと感動を創造し、笑顔あ
ふれる社会の実現にチャレンジしていきます。

＜ブランドステートメント＞
私たちは、お客さまにたくさんの「！」をお届けし、感動・
笑顔・信頼の「物語」を創造していきます。
お客さまの 感動×笑顔×信頼＝私たちの喜びです
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2006年度決算概要
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ＫＮＴ

＜旅行業部門＞２１社
・国内旅行会社
（株）ツーリストサービス
（株）ユナイテッドツアーズ
（株）ケイアイイーチャイナ
相鉄観光(株） 等

・海外旅行会社
近鉄インターナショナル
（ＵＳＡ、ＥＵＲ、 ＯＣＥ）等

＜損害保険業部門＞２社
再保険引受事業

＜その他事業部門＞１６社
ホテル業
人材派遣業
タクシー業
物品販売業
（情報処理サービス業）
旅行関連サービス業等

連結子会社：３２社 持分法適用非連結子会社：2社
持分法適用関連会社：３社

企業グループ
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中計初年度(2006年）決算ハイライト（連結）

２，００７

３，０４１

３４８

７５６

２，６３３

１，９６０

８２，５６１

８４，５２１

前 期

△３５．５

△１２．２

１１９．５

８２．１

△２１．８

△２８．１

△１．５

△２．１

増 減 率
（％）

△２１．４３，４００２，６７１
税金等調整前
当期純利益

△２８．１

２８２．０

２５．２

△１７．７

△３６．０

△３．５

△４，３

増 減 率
（％）

１，８００

２００

１，１００

２，５００

２，２００

８４，３００

８６，５００

予想(8/30）

１，３７７特 別 利 益

７６４特 別 損 失

１，２９５

２，０５８

１，４０９

８１，３４３

８２，７５２

当 期

当期純利益

営 業 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

単位:百万円

連結の業績はＫＮＴの業績の影響がそのまま反映。前期と比較して営業収益が17億円減収となった
が、施設費、コンピューター経費、その他の営業費用で12億円コスト削減されたため、営業利益は
△5億円となった。
特別利益は、沖縄観光開発株式と近鉄株式との株式交換益である。
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営

業

利

益

営

業

収

益

－

△１，１１６

△１，０８６

－

△２，４３１

△２，３１１

消 去

△２３．６

２，５３７

１，９３８

△１．８

７７，６４７

７６，２４６

旅 行 業

４．５

８９

９３

△３．１

７，６２５

７，３９０

その他事業

１，９６０４４９前 期

△２８．１３．３
対前期増減率

（％）

８４，５２１１，６８０前 期

１，４０９４６４当 期

△２．１△１５．１
対前期増減率

（％）

８２，７５２１，４２６当 期

計損害保険業

単位:百万円

損害保険業が減収なのに営業利益が増加したのは、損害率、備金が減り、営業費用が削減
したためである。

セグメント別営業収益・利益
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2006年 旅行形態別収益 (単体）

14.24

69.24

17.24

6.56

17.26

14.97

収益率

14.09

76.81

16.13

6.53

16.68

15.06

収益率

△ 1.868,00666,808合 計

7．02,5322,710そ の 他

△ 12.81,085946国 際 旅 行

△ 2.67,9377,727ク ー ポ ン 等

△ 1.834,39033,765企 画 旅 行

△ 1.822,06221,660団 体 旅 行

増減率前 期当 期

単位：百万円、 ％
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2006年営業概況

＜概要＞

団体旅行：国内旅行は、職場旅行の復活、宗教市場の拡大
などがあったが、簡保旅行の減少（13億円減）や愛知万博
の取扱分(29億円）をカバーできなかった。海外旅行はトリノ
オリンピックやＷ杯などのイベント関連旅行、企業インセン
ティブは順調な成果を残すことができ、営業収益は対前年
8％増となった。
企画旅行：国内旅行は関西、北海道、沖縄方面は好調に推
移したが、構成比が大きい宿泊企画（４７％）がＷｅｂ専業者
の影響もあり、売上高は0．4％増だが、営業収益は0．2％
減少。海外旅行は、アジア、ミクロネシア、中国などが好調で
あったが、ファミリー需要の主力方面であるハワイ、オースト
ラリアは低調。売上高は3．5％と前年を超えたが、営業収益
は5．0％減少した。
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連結貸借対照表(資産の部）

１４０，３６１

３０，８９９

４，１１７

８，８１９

４３，８３６

３，３３９

１７，２９７

２２，０４２

５３，８４６

９６，５２４

前 期

△９８０２９，９１９投資その他の資産

△５５４４３，２８２固定資産

１，５３８１４１，８９９資産合計

６３５４，７５２無形固定資産

△２０８８，６１１有形固定資産

２０３３，５４２その他

９６１１８，２５８未収手数料・団体前払金

５９４２２，６３６営業未収金・未渡クーポン

３３５５４，１８１現金預金・預け金

２，０９３９８，６１７流動資産

増 減当 期

＊現金預金・預け金は、営業未払金や未精算旅行券の支払いに当てられるものである。

単位:百万円
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連結貸借対照表（負債および純資産の部）

△１，４２９１，４２９－少数株主持分

△２２０７７１５５１短期借入金

△１６５長期借入金

１３０１１３，７８１１１３，９１１負債合計

１４０，３６１

２５，１５１

２，３８３

４，２６４

７，４６８

１４，１２１

８，９１８

５４，００８

３５，９６２

９９，６５９

前 期

２，８３７２７，９８８純資産合計

△１，１８０６，２８８退職給付引当金

１，５３８１４１，８９９負債および純資産合計

５９７２，９８０その他

１０１４，３６５繰延税金負債

△４８３１３，６３８固定負債

△１，６７５７，２４３その他

１２１５４，１２９営業未払金・未精算旅行券

２，３８８３８，３５０預り金・団体前受金

６１４１００，２７３流動負債

増 減当 期

＊当期の純資産合計には少数株主持分が含まれている。

単位:百万円
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連結キャッシュ・フローの状況

５３，７８０１，９５６１，６０２△１，９６３前 期

５４，１０７△４６２△１，２１０１，９６７2006年

現金及び現金

同等物期末残高

財務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー

単位：百万円

１８．３１７．９１２．９自己資本比率（％）

2006年2005年2004年
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２００７年中間・通期業績予想（連結）

１．１２，６７１２，７００△１，１２２△１，２６０
税 金 等 調 整
当 期 純 利 益

－１，３７７０１１０特 別 利 益

１，３００

１００

２，８００

２，５００

８７，５００

200７年通期
予想

１，２９５

７６４

２，０５８

１，４０９

８２，７５２

200６年通期
実績

△１，５２８

１０６

△１，０２７

△１，３２６

３７，９２１

2006年中間
実績

０．４

△８６．９

３６．１

７７．４

５．７

増減率
（％）

６０特 別 損 失

△１，５００

△１，２００

△１，３００

３９，０００

200７年中間
予想

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 収 益

単位:百万円

配当は2円を予定
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中期経営計画の進捗状況と

今後の取り組み
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1，000

69，000

70，000

500，000

2，200

84，300

86，500

2006年
当初予想

523，000490，000474，003売 上 高

単

体

7，2002，5001，409営業利益

84，80085，00081，343営業費用

92，00087，50082，752営業収益連

結

5，0001，300350営業利益

66，458

66，808

2006年実績

70，000

75，000

2008年目標

70，000営業費用

71，300営業収益

2007年予想

単位：百万円

2006年の実績が当初予想を下回ったこともあり、2005年に策定した2008年度の
数値計画について、今上期の市場動向・営業状況を見ながら再度検討していく。

中計最終年度の業績目標
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単体の実績と業績目標

５，０００

１８，４００

５１，６００

７０，０００

１４．３４

７５，０００

５２３，０００

2008年
目標

２８４．６

３．６

△１．２

０.０

５．２

６．７

2007/
2008増減

１，０００

１７，４００

５１，６００

６９，０００

１４．００

７０，０００

５００，０００

2006年
予想

６．７７１，３００６６，８０８営 業 収 益

１４．５５１４．０９収 益 率

２７１．４

７．４

４．６

５．３

３．４

2006/
2007増減

１，３００

１７，７６３

５２，２３７

７０，０００

４９０，０００

2007年
予想

割 戻
手 数 料

純 費 用 ４９，９２６

１６，５３２

３５０営 業 利 益

６６，４５８営 業 費 用

４７４，００３売 上 高

2006年
実績

単位：百万円、%

＜2007年予想＞
営業収益45億円増加のうち、販売の拡大で23億円、収益率の改善で22億円

３１．６５０，０００５０．８３８，０００２５，２００２５，０００ｅビジネス

＜取扱高＞
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５２３，０００４９０，０００４７４，００３合 計

１，０００

９，６００

１１３，８００

２３０，５００

１６８，１００

2008年
目標

３，０００３，５２８そ の 他

７，８００５，８６５国際旅行

１１６，３００１１８，３３１クーポン等

２２４，２００２０２，４６０企画旅行

１３８，７００１４３，８１９団体旅行

2007年
予想

2006年
実績

単位：百万円

2006年 2007年予想 2008年目標

商品別売上高（単体）
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商品別営業収益（単体）

１４．０９

７６．８１

１６．１３

６．５３

１６．６８

１５．０６

収益率

７５，０００

１，０００

１，３００

７，４００

３９，５００

２５，８００

2008年
目標

７１，３００

２，２００

１，１００

８，１００

３８，１００

２１，８００

2007年
予想

１４．３４

１００．０

１３．５４

６．５０

１７．１４

１５．３５

収益率

１４．５５６６，８０８合 計

７３．３３２，７１０そ の 他

１４．１０９４６国際旅行

６．９６７，７２７クーポン等

１６．９９３３，７６５企画旅行

１５．７２２１，６６０団体旅行

収益率
2006年
実績

単位：百万円、％

2007年は団体旅行の収益向上が大きな鍵となる。
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商品別営業収益（単体）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2005年 2006年 2007年予想 2008年目標

団体旅行

企画旅行

クーポン等

国際旅行

その他

単位：百万円
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１，企画旅行 「メイト」 「ホリデイ」の販売拡大

２，ＥＣＣ営業に基づく団体旅行の販売拡大

３，プラットフォーム戦略に基づく販売体制の強化

重点推進事項

４，eビジネス分野での販売拡大

５，「全社最適経営」による構造改革



20

１，企画旅行販売チャネル別営業収益

直営店
16,870直営店

15，797

直営店
14，735

直営店
16，975

Ｗｅｂ販売
1,630

Ｗｅｂ販売
753

Ｗｅｂ販売
510

Ｗｅｂ販売
1,277

提携販売
21,000

提携販売
18，277

提携販売
18,083

提携販売
19,848

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2005年 2006年 2007年予想 2008年目標

提携販売

Ｗｅｂ販売

直営店

単位：百万円
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①「メイト」「ホリデイ」商品展開

「Ｈａｎａｋｏ」とのタイアップクルーズ商品団塊世代向け商品(国内）

アクティブシニア・シニア商品の充実：チャーター、

クルーズ、ロングステイなど

ウェディング・ハネムーンの強化

雑誌とのコラボレーション
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直営店は店舗コンセプトを明確にし、次世代
型店舗を展開

2006年4月20日、錦糸町
9月28日、川崎にオープン

コミュニケーションとコンサルティング

機能を重視した店舗デザイン

②店舗展開

ラグジュアリーマーケットに特化した新店舗を

銀座マロニエ通りに今年5月に開設
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＜携帯電話による企画旅行販売＞
●「カシャ旅予約」商品の展開

メイト宿泊企画商品を中心にQRコード
で読み取る携帯電話を利用した予約から

決済までのサービス

●2006年7月サークルKサンクス
と業務提携

「カシャ旅予約」を利用してコンビニで

旅が買えるコンビニ専用「旅のカタログ」発行

＜ホームページによる企画旅行販売＞
メイト・ホリデイのツアー型商品や

宿泊企画商品の販売

③Ｗｅｂによる企画旅行販売の拡大
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２，団体旅行：ＥＣＣ・その他団体別営業収益

ＥＣＣ ＥＣＣ ＥＣＣ

ＥＣＣ

その他団体 その他団体

その他団体

その他団体

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2005年 2006年 2007年予想 2008年目標

単位：百万円

ＥＣＣのシェアの拡大

２２，０６２

６，０００

１６，０６２

2005年

２１，６６０

６，０１５

１５，６４５

2006年実績

１３，５００６，９７５Ｅ Ｃ Ｃ

２５，８００２１，８００計

１２，３００１４，８２５そ の 他 団 体

2008年目標2007年予想
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①イベントへの取り組み(2006年）

＜大型イベント＞

２月 トリノオリンピック

６月 ＦＩＦＡドイツワールドカップ

＜自主イベント他＞

４月 沖縄ストリートフェスティバル

６月 モク・オ・ケアヴェ・インターナショナル・フェスティバル

６月 まつりｉｎハワイ

８月 大地の祭り（オーストラリア）

１０月 RYUKYU民族の祭典（沖縄）
１１月 伊勢ミュージックフェスティバル

１１月 まつりｉｎ台湾

１１月 ハーモニックコンサート（アナハイム）
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②ECCへの取り組み ＜２００７年＞

■イベント
２月 「ドラリオン」公演協賛
５月 平成のお伊勢参り
６月 モク・オ・ケアヴェ・インターナショナル・

フェスティバル、ジャパン (宮崎）
６月 まつりｉｎハワイ
８月 「ＩＡＡＦ 世界陸上２００７大阪」のナショ

ナルサプライヤーに
９月 西安でのコンサート
１０月 RYUKYU民族の祭典（沖縄）
１１月 ハーモニックコンサート（アナハイム）

■その他
企業・教育・自治体・宗教・組織団体へのＥＣ営業の強化

■2008年北京オリンピック公式代理店に
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旅行業の現状を根本的改革するため、共有可能な機

能は 会社の枠を超えてプラットフォームを組み、各社で
シナジー 効果を生み出していく。

旅行業の現状を根本的改革するため、共有可能な機

能は 会社の枠を超えてプラットフォームを組み、各社で
シナジー 効果を生み出していく。

仕入れ

ＩＴシステム

社員教育

グループ

リスク

マネジメント

福利厚生

販売

商品企画

＜旅行会社Ａ社のプラットフォーム＞

相乗効果

仕入れ グループ

リスク

マネジメント

福利厚生

販売

商品企画

仕入れ

ＩＴシステム

社員教育

グループ

リスク

マネジメント

福利厚生

販売

＜旅行会社Ｂ社のプラットフォーム＞ ＜旅行会社Ｃ社のプラットフォーム＞

３，プラットフォーム戦略に基づく販売体制の強化
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具体的な提携先

＜2004年・2005年＞ 他２社

相鉄観光を子会社化

読売旅行と業務提携

南海国際旅行と業務提携

昭和トラベラーズクラブを子会社化

フライト・センターと業務提携

＜2006年提携企業＞ 他３社

４月 かなしんサービスの旅行事業を神奈川新聞から譲り受け

４月 京急グループとの資本・業務提携

４月 三喜トラベルサービスの子会社化

７月 京王観光との業務・資本提携

１２月 京成トラベルとの業務・資本提携

＜2007年提携企業＞
1月 エアートラベル徳島

合計 １６社 年内に30社を目標
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■2007年1月国内宿泊総合サイト「ステイ プラス」ＯＰＥＮ
既存の宿泊契約施設は約８,０００軒。これに加えて
新サイトのための契約（ｅ契約）を推進し、年内に１０,０００軒に

■ダイナミックパッケージスタート

7月に海外航空券、9月にホテルを追加、12月には現地オプション
などを販売

■KNTホームページでの販売拡大
国内宿泊オンライン予約、国内・海外ツアーオンライン予約、Ｅ
クーポン（国内宿泊予約クーポンレス）

■ＢＴＭ(出張管理包括マネジメントシステム）販売の拡大

４、eビジネス分野での販売拡大
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今後の取り組み

＜異業種とのコラボレーション＞

第１弾

カドカワとの提携で「大人のウォーカー

ＴＲＡＶＥＬ」を発行 (2月）

今後の展開

購買支援サイトの構築で、リアルとネットを融
合して、新しいライフスタイルの提案を可能
にしていく。


